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　ビッグデータ社会の到来を受けて、データ流通・利活用の新潮流が見られる。それは、個人が自
身のパーソナルデータを管理し、流通させるしくみである。技術の進展に伴って、流通過程におけ
る情報の重要性は増した。とりわけインターネットの登場によって消費者の発言力と存在感が増し
た。しかし、消費者が情報システムをコントロールすることはなかった。それゆえに、この新たな
しくみが流通やマーケティングにもたらす影響は計り知れない。そこで本稿では、まずこの新たな
しくみやその根底にある考え方を明らかにする。自己情報コントロールとは何か、そして情報シス
テムにおけるプライバシー保護の基本理念はどのようなものか、である。その上でデータ主体中心
の情報システムを概観し、流通理論における情報の取り扱いについての理論的課題あるいは含意を
検討する。

keywords：情報システム、消費者、自己情報コントロール権、プライバシー・バイ・デザイン、
　　　　　パーソナルデータ・エコシステム

報発信主体としての地位を手に入れ、その存在感
を強めてきたとはいえ、情報システムの観点にお
いては、それをコントロールすることはほぼ不可
能で、消費者は常に客体であり続けた。それゆえ
に、消費者が自身の情報について主体的に関与し、
これを流通あるいは利用させるしくみや考え方
は、きわめて画期的である。
　本稿では、こうした新たな試みや考え方の動向
を紹介し、流通理論における情報のとらえ方や理
論枠組みにとっての課題や含意を探る。

１．流通過程における消費者の情報

1.1　流通論における情報のとらえ方の変遷2

　まず、流通論における情報や消費者の情報につ
いてふりかえっておく。商業論や流通論の中で情
報について明記され始めたのは、わが国では1970
年代で、当時認識されていた情報とは、市場調査
で得られる市場情報や、広告やパブリシティなど
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はじめに

　ビッグデータ社会の到来を受けて、個人に関す
るデータ（以下ではパーソナルデータ1と呼ぶ）
を活用して、経済の活性化や社会的課題の解決に
つなげようとする試みが加速している。その中で、
パーソナルデータの主体である個人自らがデータ
の流通をコントロールできるしくみが注目されて
いる。英米の政府主導で始められた取り組みが先
行事例としてあり、例えば自身の金融取引データ
やエネルギー消費データ、医療・教育データなど
をダウンロードでき、消費・生活スタイルの見直
しや管理に役立てるといったものである。
　今日的なICTの発達と普及により、消費者は情
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1本稿では、パーソナルデータを「個人の属性情報、移動・行動・購買履歴、ウェアラブル機器から収集された個人情報
を含むもの」（情報通信白書での定義）ととらえる。
2インターネットをはじめ情報化が流通やマーケティング、消費にもたらした影響について、阿部真也ほか編(2016)に詳しい。
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情報伝達活動による販売促進情報のみであった。
1980年代に入り、取引に付随または補完するもの
としての情報の機能や情報流通が説かれるように
なり、1990年代にかけて流通過程の情報化が進む
と、需給調整プロセスにおける販売時点情報や物
流情報または在庫情報の重要性が強調された。そ
して販売時点情報や顧客情報をデータベース化
し、市場情報をより精緻なニーズデータとして分
析しようとするデータベースマーケティングが登
場し、消費者に関する情報（本稿でいうパーソナ
ルデータ）の重要性も増した。
　インターネットの登場により、その流れは加速
する。企業と消費者との情報接触の機会が増えた
ことから、消費者の生の声を拾い上げ分析するテ
キストマイニングやクチコミ分析などが注目され
た。2000年代の現在は、それらを継承しつつ、ソー
シャルメディアによる消費者の人的ネットワーク
の効果や行動履歴（ライフログ）によるニーズの
深層を探るビッグデータ分析へとその精緻化が進
んでいる。
　このように、流通論における情報のとらえ方は、
取引に付随したり補完したりするものから、取引
を実現させるものへと変化してきた。それは技術

（ICT）が可能にしてきた面が強い3。

1.2　情報システムにおける消費者
　そしてその恩恵を受けてきたのは、もっぱら企
業の側であったといえる。ICTが生活領域にまで
広がり、とりわけインターネットが普及し、それ
までよりはるかに容易な情報収集や情報発信、ま
たオンラインでの買い物など、消費者にもその恩
恵があったのは言うまでもない。さらに近年では、
消費者の情報力や発言力は企業にとって脅威とな
り、パーソナルデータに至っては「新たな石油」
とまで言われている。
　しかし、高度化する情報システムにおいて、そ
れらパーソナルデータの管理主体は常に企業であ
り、消費者がそれをコントロールすることはほぼ
ないに等しい。企業による情報収集や利用にあ

たって、規約に同意し、その利用停止や開示請求
についての権利を有するのみである。インター
ネットの登場による消費者の影響力の増大も、企
業にとって無視できないほどの力を持つことは確
かだが、それらさえもデータとして取り込み、分
析し、対策を練ることが企業側には可能である。
　すなわち、消費者はICTの発達によりいくらか
の消費行動が助けられ、また企業に対する影響力
を少なからず強めることができたが、企業側に
渡った自身に関するデータのゆくえはおろか、ど
のような情報がどの程度、いつどのような形で収
集されているのかもわからないことが多い。消費
者は容易に自分のデータを見ることも触れること
もできないのが現状である。こうした中で、消費
者（または個人）にその権限を取り戻そうとする
試みは画期的である。以下で、その理念やしくみ
をみていくことにする。

２．パーソナルデータ保護の基本理念

　データ主体中心の情報システムをみる前に、そ
のシステム構築のもととなっている考え方を紹介
する。「自己情報コントロール権」と「プライバ
シー・バイ・デザイン（Privacy by Design）」で
ある。これらは、パーソナルデータを取り扱う法
規やガイドライン等に取り入れられ、広く支持さ
れている、パーソナルデータ保護の基本理念とも
いうべき考え方である。

2.1　自己情報コントロール権
　自己情報コントロール権は、学説上定まった定
義はないが、文字どおりデータ主体が自己の情報
についてコントロールできる権利を指す。パーソ
ナルデータに関わる法規やガイドライン等では、
データ主体が自己に関する情報の開示や訂正、利
用停止や削除などを求める請求権を明記している
が、これら権利の総称として用いられる。
　例えば、プライバシー保護について有名な
OECDガイドラインの8原則4では、7原則目（第

3 ソーシャルメディアやビッグデータ分析など今日的な情報化による企業や消費者の変化について、伊藤祥子(2016a)(2016b)でまとめた。
4 1980年に制定されたOECDによる「プライバシー保護と個人データの国際流通についての勧告」のことで、7条から14条
をOECD8原則と呼ぶ。
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13条）の「個人参加の原則」がこれにあたる。こ
の原則は、データ主体がデータ管理者にパーソナ
ルデータを保有しているかどうか確認できる開示
請求権、それを拒否された場合の拒否理由の請求
権、また自己のデータの修正や消去の権利を指す。
EUの個人データ保護指令や米国の消費者プライ
バシー権利章典、そしてわが国の個人情報保護法

（改正後の28条；開示要求の請求権）などでも、デー
タ主体が自己情報について公開、訂正、削除など
を求める権利を明記している。つまり自己情報コ
ントロール権は、現代の高度情報化社会における
データ主体の基本的かつ重要な権利であるといえ
る。ちなみに、これら法規等の中で自己情報コン
トロールという言葉は使われていない。
　他方で、この概念は法学や哲学の分野で、プラ
イバシーとは何かをめぐる議論の中で情報化社会
の到来を背景に登場したものであり、現在もその
内容について議論が続いている。元来、プライバ
シーの概念は「一人で放っておいてもらう権利」
というように、主に私的領域の保護や秘匿を指し
ていた。それは今なお変わることなくプライバ
シーの意味内容を構成しているが、1960年代にお
けるコンピュータのめざましい発達や監視技術の
実用化を受けて、アメリカでプライバシーが情報
の観点からとらえ返され、自己の情報について自
身で決定する権利、または自己に関する情報に対
するコントロール権であるという主張が現れた5。
以降、プライバシーは自己情報コントロール権と
同義に扱われることがプライバシー論では一般的
になっている。
　ただし、自己情報コントロール権そのものにつ
いても、多様な議論や解釈がなされていて一様で
はない。山本龍彦(2010a)(2010b)(2013)の整理によ
れば、プライバシー論は個人の権利に焦点を当て
たものから、プライバシーが守られることによる
社会全体の効果に注目するものや、情報システム
やデータベースの構造そのもののコントロールを

志向するものへと方向転換してきているという6。
個人の権利とは、上述のとおり「一人で放ってお
いてもらう権利」であり、他者からの侵害を望ま
ない個人的で私的な領域についての権利のことで
ある。他方で、個々のプライバシーが守られるこ
とで成立する社会道徳や共同体の秩序、また民主
主義的な価値観の形成など、プライバシーが持つ
社会的価値とでもいうべきものへの関心が高まっ
ていることを山本は明らかにする。そしてこうし
た文脈の方が、つまり個人対巨大なデータベース・
システムという図式ではなく、社会的価値があり
社会的に守るべきものとしてのプライバシー観の
方が、社会全体を覆うデータベースの脅威に対処
しうるのではないかと述べている7。
　さらに、現代の高度なデジタル社会（あるいは
データベース社会）が、われわれの生活やアイデ
ンティティの形成に不可避でありながらも、監視
や管理への畏怖を抱えざるを得ない両義性を持っ
ていることから、「プライバシー権論の重点も、
システム構築を前提として、その構造やアーキテ
クチャをどのように設計すべきか（濫用等の危険
を防ぐ強いアーキテクチャとは如何なるものか）
という問題へと移ってきている」という8。今日、
われわれがパーソナルデータに関して危惧する事
柄は、その取得や公開への不安もさることながら、
管理体系やセキュリティ体制といったシステム構
造に関心が向かっている。そのため、従来型の個
人的な権利要求としての自己情報コントロール権
との「連続性・関連性を維持しつつも、実質的に
はシステム・コントロールないし構造要求として
の性格を強く有するようになる」9。
　このように、理念としての自己情報コントロー
ル権は、個人的な利益の観点を超えて、公共的・
社会的なものとしてとらえ返され、高度情報化社
会における社会秩序や、広くは民主主義の精神を
維持するためにも、システムそのものをコント
ロールする権利として重視されている。

5 代表的論者はチャールズ・フリードとアラン・ウェスティンである。Charles Fried, “Privacy”, 77 Yale Law Journal, 
475, 482-83, 1968. Alan Westin, Privacy and Freedom, Atheneum, 1967.
6 山本龍彦(2010a)、137頁、および山本龍彦(2010b)、82-85頁。
7 山本龍彦(2010a)、142-144頁および156-159頁。
8 山本龍彦(2010b)、83頁。
9 山本龍彦(2010b)、84頁。
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2.2　プライバシー・バイ・デザイン
　近年のパーソナルデータ保護において重視され
ている基本的な考え方のもうひとつに、「プライ
バシー・バイ・デザイン」がある。プライバシー・
バイ・デザインは、カナダ・オンタリオ州のプラ
イバシー・コミッショナーであったアン・カブキ
アン(Ann Cavoukian)博士が提唱したプライバ
シーに関する基本理念である10。それは「様々な
技術の設計仕様にプライバシーの考え方を埋め込
むという考え方と、その実現手法のこと」である
11。その目的は「プライバシーを確保することと
自己の情報に対する個人のコントロールを獲得す
ること、組織のために持続可能な競争的利点を獲
得すること」である12。システムの構造そのもの
にプライバシー保護のしくみを埋め込むべしとす
るこの原則は、自己情報コントロール権の議論が
システム・コントロールを志向しつつあるという
山本の指摘と合致する。情報システムの設計や構
築とプライバシー保護の同時達成は、もはや現代
の社会的要請であるといえよう。
　プライバシー・バイ・デザインは以下の7原則
で表される13。

①事後的でなく事前的、救済策的でなく予防的で
あること。

　プライバシーを侵害する事象が発生する前にそ
れを予測し、防止する。

②プライバシー保護は初期設定(default)で有効化
されること。

③プライバシー保護のしくみがシステムの構造に
組み込まれること。

　追加機能として事後的になされるのではなく、
プライバシー保護がコア機能の本質的な構成要
素になる。

④全機能的であること。ゼロサムではなくポジ
ティブサムであること。

　プライバシー・バイ・デザインは、不必要なト

レードオフが生じる時代遅れなゼロサムアプ
ローチではなく、ポジティブサムのwin-win方
式において、すべての合法的な利益や目的が達
成されることをめざしている。

⑤データはライフサイクル全般にわたって保護さ
れること。

　初め（取得）から終わり（消去）まで一貫した
強力なセキュリティ対策は、プライバシーに
とって不可欠である。

⑥プライバシー保護のしくみと運用は可視化され
透明性が確保されること。

　プライバシー保護のしくみが機能することをす
べての関係者に保証する。その構成部分や運用
は、ユーザーと提供者に一様に可視化され、透
明である。

⑦利用者のプライバシーを最大限に尊重すること。
　設計者や運用者に、強力なプライバシー初期設

定や適切な通知、そしてユーザーフレンドリー
なオプションの付与といった手段を提供するこ
とによって、個人の利益を最大限に維持するこ
とを求める。

　こうしたプライバシー・バイ・デザインの考え
方は、プライバシー影響評価(Privacy Impact 
Assessment ：PIA) 14のもとともなる概念であり、
2013年に行われたOECDガイドラインの見直しの
際にも提唱され、各国のプライバシー関連の法制
度においても条項等の中に反映されている。
　そして、プライバシー・バイ・デザインの中で
特に強調されているのが、ポジティブサムの考え
方である。パーソナルデータが経済活性化や社会
的課題の解決に有用であるとしても、プライバ
シーを最大限に守らなければならないという制限
は、これまでトレードオフに考えられてきた。し
かし、システム設計の中にプライバシー保護のし
くみをあらかじめ強固に組み込んでおけば、活用
か否かというゼロサム的な懸念は初めから取り払

10  Cavoukian(2011).
11 堀部政男ほか編(2012)、96頁。
12 同上書、90頁。
13 以下の記述については、Cavoukian(2011)、中川裕志(2016)、石井夏生利(2017)を参照した。
14 プライバシー影響評価とは、個人情報の収集を伴うシステムやサービスの導入にあたって、事前に情報提供者のプライ
バシーへの影響を評価し、適正にシステムの構築や運用を行うことを促す一連のプロセスである。
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われることになり、データ主体も利用者や管理者
も安心してそのシステムの恩恵を受けることがで
きる。
　この考え方を応用して、データ主体に情報のコ
ントロール権を大幅に持たせ、プライバシー保護
を徹底したパーソナルデータの利用拡大を図るし
くみが、「パーソナルデータ・エコシステム
(Personal Data Ecosystem)」である。

３．データ主体中心の情報システム

3.1　パーソナルデータ・エコシステムとは
　パーソナルデータ・エコシステムは、上述のプ
ライバシー・バイ・デザインを考案したカブキア
ンが提唱する、データ主体によるデータ活用（あ
るいは流通）のしくみである。それはプライバシー
保護とその促進と同時に、パーソナルデータの利
用から得られる社会経済的な機会と利益とを実現
する新たな信頼の枠組みである15。
　パーソナルデータ・エコシステムが効果的に機
能するために不可欠な3要素として、カブキアン
はパーソナルデータをコントロールするための技
術、データ管理標準や運用のためのルールやプロ
セスなどの支援要素(supporting factors)、そして
ステークホルダー（個人やそれを助ける専門サー
ビス、政府や公的機関、および民間企業）をあげ
ている。2013年の論文ではそれら技術や支援要素
を7つの構成要素として再構成した16。

①パーソナルクラウド(personal cloud)
　 パ ー ソ ナ ル デ ー タ・ ス ト ア(personal data 

store：PDS)や パ ー ソ ナ ル デ ー タ・ ボ ル ト
(personal data vault)とも呼ばれる、パーソナ
ルデータの格納庫である。

②意味的データ交換(semantic data exchange)
　パーソナルクラウドからデータを読み出す際の

取り決め（プロトコル）で、データの属性に、デー
タ集合に適用される権利と許可条件を記載する
ことができるXDIリンクコントラクト17と呼ば

れる手法を使うことである。例えばそのデータ
をどのような目的で使ってよいか、誰が使って
よいか、どのように使ってよいか（読み出しや
変更、共有や消去の可否）などがデータの属性
に埋め込まれており、その規約に従った利用し
かできないということである。この規約はデー
タ主体が管理する。

③トラストフレームワーク(trust framework)
　技術標準やプロトコルといったツールと、ビジ

ネス的・法的そして運用上のポリシーなどの規
則（ルール）を記述したオンライン文書、およ
びそれらを運用するための査定と執行の下部構
造がトラストフレームワークである。

④個人IDとデータポータビリティ(identity and 
data portability)

　データ主体はパーソナルクラウドを自由に乗り
換えられること、すなわちデータポータビリ
ティが必要である。その際、データの意味（属
性）を保持する②のリンクコントラクトもデー
タとともに移動する。そしてデータ主体の永続
的な識別が可能な個人IDが必要である。

⑤参照によるデータ使用(data-by-reference)
　パーソナルデータの利用者は、参照する（デー

タを読み出す）だけで利用後にコピーを保持し
ない。ただし、データ主体が許可する場合はコ
ピーの保持ができる。

⑥ 説 明 責 任 の あ る 仮 名 化 (accountable 
pseudonyms)

　データ主体に直接結びつく個人IDや実名では
なく、仮名を使う方が安全である。

⑦ リ ン ク コ ン ト ラ ク ト・ デ ー タ の 匿 名 化
(contractual data anonymization)

　パーソナルクラウドにおいても、技術やリンク
コントラクトを用いて匿名化を強化することが
求められる。

　このような構成要素を持つパーソナルデータ・
エコシステムは、「プライバシー保護というより
は、プライバシー保護をデフォールトにし、個人

15  Cavoukian(2012), p.4.
16  Cavoukian, Drummond(2013), pp.7-17. 詳しい解説は中川裕志(2016)の93-99頁を参照した。
17 XDI：eXtensible Data Interchange.
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データを使いたい事業者がいればリンクコントラ
クトに則って利用を許可するという随時的なオプ
トインのシステムとみなすことができる」18。つ
まりプライバシーの強固な保護だけでなく、デー
タ主体の意思に沿ったデータの利用拡大をめざし
たしくみになっているのである。
　現行の事例をベースに、これらをさらにわかり
やすく整理した佐古和恵(2014)を参照すると、そ
の全体像がつかめる（図1参照）。その構成は次の
とおりである。

①パーソナルデータ収納庫（PDS）
　先のカブキアンの7つの要素の①パーソナルク

ラウドにあたる。ここにパーソナルデータを集
め（本人によるものも含む）、データ主体本人
による活用と、他人や組織への提供を行う。

②解析サービス
　パーソナルデータを解析してデータ主体本人の

意思決定や活動のプロセスを助ける個人専用の
コンシェルジュのようなものである。これは、
CRM(Customer Relationship Management：企
業 に よ る 顧 客 管 理)に 対 し、VRM(Vendor 
Relationship Management：消費者による企業

（事業者）管理)を提唱したドク・サールズ（Doc 
Searls）の「第四者(forth party)」に近い19。第
四者とは、データ主体から預かったパーソナル
データを使って多数の事業者とのマッチングを
行う個人の代理人である。この解析サービスは、
データ主体本人への価値の提供だけでなく、企
業や社会のサービスの向上にも寄与し、エコシ
ステム全体に価値をもたらす役割も担う。

③データ共有基盤
　カブキアンの7要素の②意味的データ交換や③

トラストフレームワーク以下、技術的な標準規
格や運用上の規約等、データを共有し活用する
ためのあらゆる基盤を指す。

3.2　パーソナルデータ・エコシステムの広がり
　パーソナルデータ・エコシステムは、政府主導
のものから民間企業によるもの、産学連携による
検討段階のものなど、国内外ですでに多様な事例
が展開されている。冒頭で紹介した英米政府主導
の取り組みには、英国の「midata（マイデータ）」、
そして米国のスマートディスクロージャ政策下の
プロジェクトがある20。
　英国のmidataは、国際競争力強化を担う行政
機 関 (The Department for Business, Innovation 
and Skills：BIS)が進める消費者強化策のひとつ
で、消費者が企業の保有するパーソナルデータに
アクセスし、ダウンロードできるものである。
2011年のプロジェクト開始当時で、エネルギー会
社、銀行、クレジットカード会社、携帯電話会社
などが参加している。消費者はこれら企業が持つ
パーソナルデータを用いて、消費スタイルの見直
しや支出管理、またコンサルタントや専門家など
信頼できる第三者とデータを共有して、最適な
サービスや事業者の検討ができる。そして各デー
タは標準化が進められているため、複数のデータ
を組み合わせた分析や、最適なサービスの検索や
助言を行うアプリケーションへの応用もできる。

18  中川裕志(2016)、99頁。なお、オプトインとは、企業などの団体や個人が個人情報を収集・利用、または第三者への提
供を行う場合に、個人情報の主体である本人への承諾を事前に得ることである。
19 ドク・サールズ(2013)、12-13頁。サールズも顧客が自身のパーソナルデータの主導権を握る経済モデル「intention 
economy」を提唱しており、カブキアンの思想に共通する部分が多い。
20 この2つの事例については城田真琴(2015)第5章に詳しい。midataについてはJIPDEC(2012)にも詳しい。
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　こうした消費者へのデータの還元は、消費者自
身へのメリットはもちろん、企業側にも透明性と
信頼性を確保し、また消費者とデータを共有する
ため、最新情報への更新や誤りの修正を行っても
らえるなど、データ品質の向上を図ることもでき
る。何より、精度の高いパーソナルデータによっ
てより良いサービスや新たな付加価値を提供する
ことができ、長期的にみて企業の競争力強化や経
済の活性化につながる。
　米国政府主導の事例は、政府や企業が保有する
データをユーザーに電子的に提供しようとするス
マートディスクロージャ政策のもとで行われてい
る。その目的は、消費者のより良い意思決定のサ
ポートと、それによる産業競争力の強化、ひいて
は国家競争力の向上である。この政策のもとで、
自身の医療情報をダウンロードできる「ブルーボ
タン(Blue Button)」、電力消費データをダウンロー
ドできる「グリーンボタン(Green Button)」、成
績や教育関連データをダウンロードできる「マイ
データボタン(MyData Button)」が運用されてい
る。いずれもダウンロードしたデータを個人がそ
の権限のもとで利用でき、第三者と共有したり、
アプリケーションに利用したりできる。米国はこ
のアプリケーション開発にも力を入れており、コ
ンテストを行い、受賞者に賞金を与えるなどして、
アプリケーションの品質向上と開発ベンダーの育
成という産業振興も図っている。
　また、米国の民間企業によるモデルとして、パー
ソナルデータ・エコシステムの提唱者であるカブ
キアンも関わり、その理想的な実践例としの実現
を目指すRespect Network社の構想がある21。そ
こではパーソナルデータ・エコシステムの7つの
構成要素を実装し、高い水準でのプライバシー保
護とデータ主体による情報コントロールの実現を
目指しつつ、データ利用者などステークホルダー

の利益も確保できる信頼の枠組みや、広告によら
ないビジネスモデルが模索されている。
　そしてわが国でもパーソナルデータ・エコシス
テムの構想や運用事例が出てきている。政府主導
型では、マイナンバーを利用して自己情報の参照
やコントロールを提供する「マイナポータル」、
経済産業省による「ID連携トラストフレームワー
ク」（信頼性の保証された組織間でのデータ流通
連携のしくみ）などがある。産学連携型では、「情
報銀行」構想が代表的である22。
　情報銀行構想は、東京大学と慶應義塾大学およ
び民間企業が共同で進めるもので、様々な企業が
分散的・断片的に取得・利用していたパーソナル
データを、データ主体本人と共有した上で、その
データを情報銀行の個人口座に預けてもらい、本
人の意思のもとで企業が利用するしくみである

（図2参照）。データ主体本人は、集約したデータ
ごとに利用条件を決定し、後は情報銀行にデータ
の貸し出しを委託できるため、利用を希望する企
業についての個別の判断は不要となり、本人の納
得したデータ利用が促せる。そしてデータの貸し
出しが行われると個人に便益が戻ってくるしくみ
である。企業は、個人の了解のもとでデータを利
用することができ、またこれまで入手できなかっ
た他社の収集データも情報銀行に預けられていて

21  Cavoukian, Drummond (2013). 共著者のドラモンド・リー
ド(Drummond Reed)はRespect Network社の共同創設者で
ありCEOである。また、佐古和恵(2014)ではこの事例につい
てわかりやすく解説されている。
22 インフォメーションバンクコンソーシアムhttp://www.
information-bank.net/　以下の記述は城田真琴(2015)、IT総
合戦略本部(2017)を参照した。
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了解のもとでデータを利用することができ、ま

たこれまで入手できなかった他社の収集データ

も情報銀行に預けられていて本人が許せば利用

可能になるため、企業や業種を横断したパーソ

ナルデータの利用により、新サービスや新たな

ビジネスモデルが生まれる可能性がある。 
 

 
出所：IT 総合戦略本部(2017) 

                                                  
22 インフォメーションバンクコンソーシアム

http://www.information-bank.net/ 以下の

記述は城田(2015)、IT総合戦略本部(2017)を
参照した。 

図 2 情報銀行のイメージ 

 
いずれもパーソナルデータ・エコシステムに

よって、消費者（個人）は自己情報コントロー

ル権を実現でき、消費や生活における意思決定

にそれらデータを活用することができる。そし

て信頼できる適切な第三者（サールズでいえば

第四者）やアプリケーションによって、パーソ

ナルデータに基づく最適化されたサービスや商

品の提供を受けることができる。企業や組織は

顧客の信頼を得て高品質なデータで満足度の高

いサービスが提供でき、こうした企業同士の競

争がさらに経済を活性化させ、新しいビジネス

モデルや付加価値を生み出すことになる。そし

て社会全体にとっては、経済活性化の他にエネ

ルギーや資源の最適な供給・配分や環境負荷の

軽減、医療技術の進歩や社会問題の解決などが

期待される。すなわちエコシステム全体にとっ

て win-win な循環が生まれるのである。 
 

４．理論的課題と含意 

 以上、データ主体中心の情報システムについ

て、その利点を中心に紹介してきたが、実際に

は様々な問題を抱えながら構想や運用がなされ

ている。それらを抽出し議論することが本稿の

目的ではなく、ここでは流通理論においてこう

した新たな現実をどのようにとらえるかという

点において、今後の課題や含意を探ることとし

たい。 
 まず、理論的にこうした消費者主体の情報シ

ステムをとらえる視点についてである。阿部真

也・宮崎哲也(2012)は、流通過程の理論的解明

に、商品の流通過程を表す「実物域」だけでな

く、意思決定や情報のやり取りが行われる「情

報域」の構図を明確に取り入れ、今日では情報

域が実物域に大きなインパクトを与えつつある

と述べた23。消費者主体による情報システムは、

この情報域の拡大を意味するものであるが、そ

れが情報域において他者の意思決定にどのよう

                                                  
23 阿部真也・宮﨑哲也(2012)、134 頁。 
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目的ではなく、ここでは流通理論においてこう

した新たな現実をどのようにとらえるかという

点において、今後の課題や含意を探ることとし

たい。 
 まず、理論的にこうした消費者主体の情報シ

ステムをとらえる視点についてである。阿部真

也・宮崎哲也(2012)は、流通過程の理論的解明

に、商品の流通過程を表す「実物域」だけでな

く、意思決定や情報のやり取りが行われる「情

報域」の構図を明確に取り入れ、今日では情報

域が実物域に大きなインパクトを与えつつある

と述べた23。消費者主体による情報システムは、

この情報域の拡大を意味するものであるが、そ

れが情報域において他者の意思決定にどのよう

                                                  
23 阿部真也・宮﨑哲也(2012)、134 頁。 
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本人が許せば利用可能になるため、企業や業種を
横断したパーソナルデータの利用により、新サー
ビスや新たなビジネスモデルが生まれる可能性が
ある。
　いずれもパーソナルデータ・エコシステムに
よって、消費者（または個人）は自己情報コント
ロール権を実現でき、消費や生活における意思決
定にそれらデータを活用することができる。そし
て信頼できる適切な第三者（サールズでいえば第
四者）やアプリケーションによって、パーソナル
データに基づく最適化されたサービスや商品の提
供を受けることができる。企業や組織は顧客の信
頼を得て高品質なデータで満足度の高いサービス
が提供でき、こうした企業同士の競争がさらに経
済を活性化させ、新しいビジネスモデルや付加価
値を生み出すことになる。そして社会全体にとっ
ては、経済活性化の他にエネルギーや資源の最適
な供給・配分や環境負荷の軽減、医療技術の進歩
や社会問題の解決などが期待される。すなわちエ
コシステム全体にとってwin-winな循環が生まれ
るのである。

４．理論的課題と含意

　以上、データ主体中心の情報システムについて、
その利点を中心に紹介してきたが、実際には様々
な問題を抱えながら構想や運用がなされている。
それらを抽出し議論することが本稿の目的ではな
く、ここでは流通理論においてこうした新たな現
実をどのようにとらえるかという点において、今
後の課題や含意を探ることとしたい。
　まず、理論的にこうした消費者主体の情報シス
テムをとらえる視点についてである。阿部真也・
宮﨑哲也(2012)は、流通過程の理論的解明に、商
品の流通過程を表す「実物域」だけでなく、意思
決定や情報のやり取りが行われる「情報域」の構
図を明確に取り入れ、今日では情報域が実物域に
大きなインパクトを与えつつあると述べた23。消
費者主体による情報システムは、この情報域の拡
大を意味するものであるが、それが情報域におい

て他者の意思決定にどのような影響を与え、また
実物域とどのように関わっていくのかが明らかに
されなければならない。
　また市場の取引主体という観点からすると、
パーソナルデータは資源あるいは財として利用さ
れるため、消費者は消費者でありながら供給者で
もあるという立場になる。その際の対価や価値実
現過程における消費者の利益が問われるであろ
う。さらに、商品流通に係る従来からの企業群だ
けでなく、パーソナルデータの収集・分析に特化
した情報関連企業（例えばグーグルやフェイス
ブック、そして上で紹介した第三者や第四者など）
のように、新たなプレーヤーとの競争関係も問わ
れなければならない。
　その他にもさまざまな理論的課題が考えうる
が、最後に「エコシステム」という概念に込めら
れている含意について触れておきたい。自己情報
コントロール権の議論でなされていたように、個
人の権利という枠を超えて、社会的なものとして
プライバシー保護を提唱し、社会全体の脅威とな
りつつあるデータベースに対峙するという視点
は、寡占的大企業が主導権を握る現代の市場にお
ける、消費者の権利の図式にも応用できる。そし
てエコシステムという言葉に示される、すべての
主体にとって等しく恩恵のあるしくみとは、流通
論でいうならば市場の本来的な姿である。寡占的
大企業による制御が拡大した現代の市場におい
て、その本来的な機能が作用すべく、他の取引主
体である中小企業や消費者も、ICTに助けられな
がら制御域での拮抗力を高め、より「透明な」市
場の姿へと近づけていくことが、エコシステムと
しての市場に求められている。こうした多様な主
体による制御と実物域との動態として流通過程を
描き出すことが、流通理論に課される課題であり、
また本稿の今後の課題である。

23  阿部真也・宮﨑哲也(2012)、134頁。
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